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子育て推進事業 事務事業評価シート

28年度(計画)

27年度(実績) 28年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

0407 子育て推進事業

人づくり

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

【 事後評価 】平成 27 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 03 02 01

政策 3-1 子育て環境の充実
施策 1 子育て支援の充実

目的 子ども・子育て支援事業計画の推進

対象 子育て世帯、子ども・子育て支援関係機関

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性
意図 子ども・子育て支援の環境づくり

妥当である

見直し余地がある

○子ども・子育て会議の開催　計画実施の進行管理
○子ども・子育て支援に係る情報発信　子育てガイドブックの作成、配布

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

市町村が実施主体として行う事業の計画であることから、市の関
与が必要である。

 受益と負担の適正化余地 子ども・子育て世帯及び関係機関全てが対象であり、受益機会は
均等である。受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括

妥当でない

委託

公
平
性

需要に基づく提供体制の確保のほか、市独自の子育て支援施策を
盛り込む計画であり、計画の実施段階においては進行管理を行い
ながら、成果の向上に努めるもの。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

計画の進行管理の事務経費及び新規に作成するパンフレットであ
り、削減の余地はない。

5

後援・協賛 補助・助成

26年度(実績)

市民参画の有無 対象外
適正である

市民協働の形態
共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

実績 2 5

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 27年度(実績)

②
計画

① 子ども・子育て会議の開催 回
計画 2

実績
③

計画

実績

目標

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

実績

26年度(実績)

実績

②
目標

①

目標

実績

成果指標
の達成度

目標値より高い 概ね目標値どおり

③

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

現在策定作業中の子ども・子育て支援事業計画を推進するため、子ども・子育て支援に関する事
業を広く紹介し、子育て世帯の支援を行っていく必要がある。

目標値より低い



※色付きのセルのみ入力してください。また、行・列の挿入や削除は絶対に行わないでください。 （単位：千円）

１　子ども・子育て支援事業計画進行管理に係る事業費　3,369千円
単位：千円 ・ 子ども・子育て会議の開催

・ 子ども・子育て支援事業計画書の印刷・配布

【事業費】

○ ～ ２　子育てガイドブックの作成　1,053千円 【繰越明許】
【目的】

【配布対象者】
・ 子どもを出産した世帯（出生時に配布）
・ 未就学児童のいる転入世帯
・ 幼稚園・保育園在園児の世帯

・ 子ども・子育て支援関係機関、団体

【事業費】
印刷製本費 1,053,000円(5,000部印刷)

　

子育て推進事業

髙橋　靖 9-30-341

平成 27 年度 事業説明資料 【 】

項

担当部署 部名 教育部 課名 こども課 担当課長 内線

会計 款 《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

一般 03 02

26年度
決算額(A)

27年度
決算額(B)

28年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費
2,323 4,422 2,099

賃金 1,630 賃金1,554千円 計画推進に係る臨時補助員賃金

財
源
内
訳

国・県 958 958

地方債

その他

1,141

事業期間 単年度繰返 期間限定 〔平成 年度 平成

事業開始の背景・経緯

部重点施策における目標

事業概要

○子ども・子育て会議の開催　計画実施の進行管理
○子ども・子育て支援に係る情報発信　子育てガイドブックの作成、配布

子ども・子育て支援新制度の施行に併せ、事業計画に基づいた子ども・子育て支援を推進するた
め、関係機関との連携を図っていく必要がある。

事業説明資料

子育て推進事業

安心して子育てができる子育て支援の充実と子どもが健やかに成長するよう就学前教育を充実し
ます。

年度〕

目

01

事業ｺｰﾄﾞ

0407

子ども・子育て支援新制度が平成27年度から本格施行であり、子ども・子育て支援法に基づき、
本年度策定作業を行っている子ども・子育て支援事業計画の着実な推進を図る必要がある。

一般財源 2,323 3,464

事業名

事後評価

事業を展開する上での課題、留意事項　／　意見・要望等

需用費 1,687

節 事業費(千円) 積算内訳 備考
報酬 52 4,000円×13人×１回 子ども・子育て会議委員報酬

　　　＠6,450円×241日

通勤割増 76千円
消耗品(164千円)・計画書印刷(1,523千円)

市内の子ども・子育て支援に関する事業を一覧にした総合的なガイドブックを作成
し、利用者の利便性の向上を図る。

計 3,369


